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１ はじめに 
  

三重県病院事業は昭和６２年度以降赤字経営が恒常化し、平成８年度末には累積欠損
金が１１５億円余りまで膨らみ、県議会等から県立病院の経営や存在意義等について厳

しい意見が出されました。このような状況を受けて、平成１０年度より経営健全化計画

をスタートさせるとともに、平成１１年４月には地方公営企業法の全部適用（以下、『全
部適用』という。注１参照）を行い、全職員が一丸となって経営の健全化に取り組んで

きました。その結果、第１次経営健全化計画（平成１０～１３年度）の最終年度には４

病院トータルで経常収支の均衡を達成し、第２次経営健全化計画（平成１４～１５年度）
の各年度において、各病院それぞれが経常収支を均衡させることができました。また、

平成１６年度には過去の負の遺産とも言える累積欠損金を、資本剰余金により相殺解消

したところです。 
  

しかしながら、平成１６年度から導入された新しい臨床研修医制度や診療報酬の引き
下げ改定等、病院経営を取り巻く環境は急激に厳しさを増しており、平成１６年度以降

は再び赤字基調となっています。こうした中で、他の自治体病院においても、厳しい経

営環境を背景に運営形態の見直しに着手する動きが増えています。 
 
 三重県病院事業は他の自治体と比較して早期に全部適用を行い、病院事業庁として運

営を行ってきました。ここでは病院事業の在り方検討を行うにあたって、この全部適用

の成果と検証を行うこととします。 
 

（注１）地方公営企業法の全部適用 
 病院事業に適用されている地方公営企業法に関して、法律上当然に適用される「財務

規定」のみでなく、任意適用とされている「組織に関する規定」「職員の身分取り扱いに

関する規定」も適用すること。 
 
 

 
２ 全部適用のメリット（一部適用との比較から） 
 
 一般的に、地方公営企業法の財務規定のみを適用する一部適用時において、県立病院
は知事部局の行政組織の一部であり、病院経営の実質的な責任と権限が一体化されない

等の課題が指摘されています。そこで全部適用の主なメリットについて、一部適用と比
較してみると次の通り整理することができます。 
 
（１） 経営責任と権限の明確化 
 
  知事部局とは独立した機関として設置される事業管理者に対して、法によって日常

的な業務の遂行にかかる権限と責任が直接付与されることから、経営に関する責任と

権限が明確になり、事業管理者はもとより、職員全体の経営に対する意識の向上が期
待できる。 
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（２） 組織・予算執行等運営の弾力化 
 
  事業管理者に対して、管理規程を制定する権限や予算を作成する権限等が付与され

ることにより、主に下記のことが期待できる。 
① 経営方針に基づき内部組織の改編や職員の柔軟な配置が可能となる。 
② 業務の柔軟かつ迅速な執行が可能となる。 
 

（３） 人事・給与面の独自性 
 
  事業管理者による職員の任免や、独自に給与体系を定めることが制度上可能となる

ことから、人材の確保が容易となり、能力や実績を反映した給与設定が可能となる。 
 
  
 
３ 三重県立病院における全部適用の位置づけ 
 
 平成９年から１０年にかけての経営健全化計画策定時の県立病院の課題と現状認識、

及び経営健全化の基本方針は下記の通りであり、全部適用の導入は、その経営健全化を
推進するための一つの重要な手段として位置づけられています。 
 
（１） 経営健全化計画策定当時の課題と現状認識について 
   

① 役割や機能、経営方針等が不明確である。 
② 経営の責任と権限が不明確である。 
③ 各病院の主体性が希薄である。 
④ 優秀な人材の確保育成に対する努力が不足している。 
⑤ 経営の専門家が確保育成されていない。 
⑥ 恒常的な赤字体質である。 
⑦ 環境変化に対する柔軟な対応を阻害する制度的な制約がある。 

  
（２） 経営健全化計画の基本方針について 
  

① 赤字経営から脱却する。 
・ 数値目標を明確に設定し、単年度収支均衡を目指す。 
・ 繰入金の県民理解を高める。 

② 病院のあり方・役割に沿った機能にする。 
・ 各病院の基本理念を着実に遂行できる事業内容と規模にする。 
・ 職員の意識を変革し、自立できる病院をつくる。 
・ 病院の担い手である職員の意識を改革し、各病院の主体性を高める。 
・ 経営等に有能な人材を確保する。 
・ 事業管理者及び病院長の責任と権限を明確にする。 
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４ 全部適用に期待した効果とその成果の検証 
 
 全部適用は経営健全化を図るための推進手段の一つとして導入したものであり、全部

適用に限定した成果のみを抽出することは困難であることから、ここでは、経営健全化

における設定課題とそれに対する取組状況、及び県民負担の推移等について検証を行う
こととします。 
 
（１） 経営健全化計画において全部適用により改善を期待した効果と取組 
  
  経営健全化計画において設定した課題のうち、全部適用の導入によって達成が期待

された主なものは、 
 

① 意識改革 
② 経営責任の明確化 
③ 事務部門の最適化 
④ 柔軟な管理運営体制の構築 
⑤ 人材の確保育成 
 
であり、それぞれの項目に対する取組の成果は概ね次の通りです 
（一覧表については、次ページの【表１】をご参照下さい）。 
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（２） 県民サービスの向上について 
 
  県民サービスに直結する病院機能に関する成果については、主に次のものがあげら

れ、引き続き努力する必要はありますが、全部適用導入以前と比較すれば、総じて県

民サービスは向上していると考えられます。しかし、県立病院の在り方の検証や次期

経営計画策定の前提として、これまで県立病院が果たしてきた役割・機能について、
体系的に評価することが課題となっています。 

 
① 総合医療センターの主な取組 
・ 救命救急センター機能の充実（救急認定医や重症集中ケア認定看護師の配置） 
・ 地域がん診療拠点病院の取組（がん治療チーム組織化、外来化学療法の強化） 
・ 地域連携の推進（セミオープンベッドの運用、病診連携検査の拡大） 
・ 災害拠点病院の取組（海山町豪雨時の医療救護班の派遣、DMAT 体制の整備） 
・ 第 2 種感染症指定医療機関の取組（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者受入訓練の実施） 
 

② こころの医療センターの主な取組 
・ 社会復帰型への機能転換（地域の医療機関や社会復帰施設との連携） 
・ 急性期患者受入体制の確立（保護室増床、平均在院日数短縮化の取組） 
・ 専門性の向上（精神保健指定医や専門・認定看護師の確保育成） 
・ 災害への対応（相談窓口の設置、こころのケアチームの組織化及び派遣） 
・ 開かれた病院づくり（運営モニター制度の運用、病院まつりの開催） 
 

③ 一志病院の主な取組 
・ 地域ニーズに応じた医療提供（在宅支援、開業医との連携） 
・ 予防医療の推進（健康教室開催、血液サラサラ検査の導入） 
・ 緩和ケアを通じた人材育成（認定看護師や緩和ケアナースの養成） 
 

④ 志摩病院の主な取組 
・ 365 日 24 時間の救急体制の確保（医師の確保、休日応急診療の支援等） 
・ 中核病院としての機能充実（大腸センター開設、緩和ケアチーム設置） 
・ 精神医療機能の充実（作業療法棟建設、合併症受入体制の整備） 
・ 災害拠点病院の取組（海山町豪雨時の救護班派遣、耐震性のある外来棟整備） 
・ へき地医療支援機能の充実（診療所代診医派遣、開業医等との協働研修） 
 

⑤ その他 
・ 臨床研修医やシニアレジデントの受入強化 
・ クリニカルパス導入による医療の標準化への取組 
・ 第三者機関による病院機能評価の受審 
・ 患者様との信頼関係構築（ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞｺﾝｾﾝﾄやｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝへの取組） 
・ 患者様の安全確保推進（リスクマネジメント会議の開催等） 
・ 医療情報の IT 化促進（電子カルテ、オーダリングシステムの構築） 
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【表３】全部適用した他県との移行直前と移行３年後の経営指標の変化 
  （   ･･･移行３年後に改善した指標、   ･･移行３年後に悪化した指標） 
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（２） 経営健全化以後の収支状況 
 
  本県の経営健全化以後は、平成１５年度までは医業収益の増等に伴い医業収支は改

善しましたが、平成１６年度以降は医師及び看護師不足により診療科の休止や病床稼

働率の低下を招き、収入の確保が厳しくなっていることから医業収支は悪化していま

す。また、診療報酬の改定年度にあたる平成１６年度及び１８年度に大きく収支が悪
化しています。なお、一般会計繰入金が大部分を占める医業外収益は繰入基準の見直

し等により、平成１６年度に大きく減少致しましたが、平成１７年度以降増加傾向に

あります。 

【表５】全部適用以降の医業収支、経常収支の推移
（消費税抜 ：百万円）

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

①医業収益 14,070 13,902 14,346 14,918 15,128 15,321 14,610 14,800 13,659

②医業費用 17,528 17,988 17,603 17,101 17,285 17,251 16,978 16,887 16,754

③医業収支（①-②） -3,457 -4,086 -3,257 -2,183 -2,157 -1,931 -2,368 -2,088 -3,095

④医業外収益 3,914 3,921 3,825 3,612 3,691 3,653 3,187 3,285 3,362

⑤医業外費用 1,491 1,459 1,404 1,363 1,339 1,340 1,290 1,269 1,234

⑥経常収支（③+④-⑤） -1,035 -1,623 -836 66 195 382 -472 -72 -968  
 
 
 
６ 現状の課題と全部適用継続による対応可能性 
 
 地方公営企業法（以下『法』という）においては、公営企業は不採算部門や行政的役

割に係る経費を除いて、独立採算の原則に基づき、常に企業の経済性を発揮して効率的
な運営を行うこととされています（法３条、１７条の２）。前述のような厳しい環境の

なかで、収支を大きく改善するための主な課題は、（１）診療機能の特化や規模の適正

化、（２）迅速に対応する経営管理体制とそれを支える事務部門の強化、（３）人材確保
と病院経営における給与のあり方、（４）企業職員としての意識改革、等と考えられま

す。それぞれの課題への対応については概ね次の通りです。 
 
（１） 診療機能の特化と規模の適正化 
 
  診療機能の特化や規模の適正化については、公立病院の役割の一つである不採算部

門の見直しや、診療圏における必要病床数の確保などの観点から、県全体としての政

策的な意思決定が必要となり、迅速に対応することは困難な状況にあります。 
 
（２） 迅速に対応する経営管理体制とそれを支える事務部門の強化 
 

病院を取り巻く環境は大きく変化しています。このような厳しい環境の変化に迅速
かつ着実に実行する体制の充実が求められます。しかしながら、経営を支える事務職




